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税务快讯 

中日签署社会保障协定 

 

 

2018 年 5 月 9 日，中国与日本共同签署社会保障协定（以下简称“社

保协定”）。该协定生效后，中国和日本的企业将雇员派遣至对方境内

工作的，被派遣雇员可免于参加对方国家有关的社会保险，从而无需缴

纳相应的保险金。因此，该协定的生效实施将有助于减轻中日企业的人

员派遣成本，对双方之间的人员流动起到促进作用。 

 

中日社保协定的签署也意味着中国对外签署的双边社会保障协定已经增

至 11 个。此前，中国已分别与德国、韩国、丹麦、芬兰、加拿大 

瑞士、荷兰、法国、西班牙、卢森堡签署了社会保障协定。 

 

签署背景 

 

长期以来，中日之间的经贸交往密切，人员派遣频繁。实践中，在日本

企业派遣雇员来华工作期间，被派遣雇员通常会继续在日本参加厚生年

金等各项社会保险，并缴纳保险金。随着 2015 年《在中国境内就业的

外国人参加社会保险暂行办法》的实施，国内大部分城市已要求在当地

工作的外籍人员强制参加中国的社会保险。因此，日本企业往往需要就

其派遣来华工作的日籍雇员在中日双方同时缴纳社会保险金，从而导致

人员派遣成本的上升。为此不少企业不得不考虑缩减派遣人员数量，企

业界亦表达了希望中日两国签署社保协定以解决双重缴纳社会保险的呼

声。此次签署的社保协定正是对上述诉求的回应。 

 

协定要点 

 

适用人员：对于派遣安排，在中国方面，中日社保协定一般适用于受雇

于日本企业，已在日本参加社会保险，并基于该雇佣关系被派遣至中国

为该日本雇主工作的人员；在日本方面，上述协定一般适用于受雇于中

国企业，已在中国参加社会保险，并基于该雇佣关系被派遣至日本为中

国雇主工作的人员。 



 

值得注意的是，中日社保协定并未对上述派遣人员的国籍做出限定。因

此，即使是第三国国籍的雇员，被中国或日本企业派遣至对方境内工

作，仍可适用中日社保协定在对方国家豁免于参保义务。 

 

适用险种：在中国方面，协定适用人员被豁免的社保险种限于职工基本

养老保险；在日本方面，协定适用人员被豁免的社保险种限于国民年金

（国民年金基金除外）、厚生年金（厚生年金基金除外）。上述险种并

未包括中日两国所有的社保险种。 

 

适用期限：对于派遣安排，首次适用协定豁免于对方国家参保义务的期

限为五年；在协定生效前已经开始派遣的人员，五年期限从协定生效日

起算。派遣期限超过五年的，经双方主管机关或经办机构同意，可延长

适用，从而继续豁免于对方国家的参保义务。 

 

生效时点：中日社保协定目前仍未生效，中日两国仍需完成各自的国内

法律程序，并通过互换外交照会以通知各自法律程序的完成。协定将在

照会交换完成当月后第四个月的第一天生效。 

 

德勤观点 

 

虽然中日社保协定的生效仍待时日，但由此释放的积极信号不容忽视，

中日两国间的人员派遣活动将受惠于此而获得推动。 

 

在中国方面，尽管协定并未涵盖所有的社会保险险种，但职工基本养老

保险在中国社保中占了较大比重，因此豁免参保的减负效果仍然会比较

明显。下表按缴费基数上限对企业在部分城市可节省的社保（职工基本

养老保险）成本进行了简单测算： 

 

（根据 2018 年人力资源和社会保障部数据/人民币元） 

城市 月缴费基数上限 缴费比率 

个人注          企业 

可节省社保成本

（每人每月） 

北京 23,118 8% 19%   6,241.86 

天津 16,821 8% 19% 4,541.67 

广州 18,213 8% 14% 4,006.86 

深圳 20,259 8% 13% 4,254.39 

苏州 21,963 8% 19% 5,930.01 

 
注：在派遣安排中，派遣地社保中的个人缴费部分通常也由企业承担，因此在测算可节省成本时将

个人缴费部分一并纳入。 

 

在日本方面，以厚生年金为例，雇主与雇员合计缴费比例为 18.3%，因

此派遣雇员赴日的中国企业因适用协定而获得的成本节约也颇为可观。

与此同时，在被派遣雇员为中国居民纳税人的情形下，中国企业为被派

遣雇员在日本工作期间承担的日本社保通常将被计入该雇员的中国个人

所得税应税工资；因此，对日本参保义务的豁免还将有助于减轻此类情

形下的中国个人所得税负担，对中国企业及中方雇员的跨境派遣起到促

进作用。 

 

应对建议 

 

 梳理相关的派遣人员信息及目前中日两国社保缴纳情况，测算协议生

效前后的派遣成本变化，考虑制定优化跨境派遣架构方案。 

 

 把握协议生效后对企业间中日派遣的影响金额，内部探讨可行的福利

薪酬调整方案，提前部署未来的派遣计划。 



 

 密切关注中日社保协定的最新进展和实施细则的公布，加强派遣企业

间有关方面的信息沟通，建立起有效的管理机制、衔接手续及合规申

报要求，为协定生效后的及时适用与变化应对提供保障。 
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Tax Newsflash 

日中社会保障協定に署名 

 

 

2018 年 5 月 9 日、中国と日本は「社会保障に関する日本国政府と中

華人民共和国政府との間の協定」（以下「協定」と略称）に署名し

た。同協定に効力が生ずれば、日中両国からそれぞれの相手国に派遣

される企業の従業員などについて、派遣先の国での関連する社会保険

加入と保険金の納付義務が免除できる。これによって、日中の企業の

人員派遣負担が軽減すると同時に、双方間の人員派遣の促進に繋がる

ことが想定される。 

 

協定の署名に従って、中国の双方社会保障の相手国は 11 国に増える。

中国は既にドイツ、韓国、デンマーク、フィンランド、カナダ、スイ

ス、オランド、フランス、スペイン、ルクセンブルクとの間で社会保

障協定に署名している。 

 

協定署名の経緯 

 

日中間は長年にわたって緊密な経済関係を持ち、国際間で頻繁な人員

移動が見られる。実務上、日本から中国へ派遣されている従業員は、

中国での職務期間においても日本の厚生年金などの社会保険加入を継

続しており、社会保険料を納めている。2011 年に施行された「中国国

内で就業する外国人の社会保険加入に係る暫定弁法」により、現在中

国の大部分の都市で就業する外国人は、中国の社会保険への強制加入

が要求されているため、日中双方の社会保険料を同時に納付してお

り、人員派遣によるコストを増加させている。これが原因で派遣人員

の人数を減少させる企業も見られ、中国に進出した日本企業からも早

期の協定締結を求める声が上がっていた。今回の社会保障協定の署名

は正に上述の請願に対する回答である。 

 

協定の主な内容 

 

適用対象者：同協定に基づき、中国側で社会保険の免除が受けられる

適用対象者は日本の企業より雇用され、日本の社会保険に加入し、且

つ中国へ派遣されている人員となる。日本側で社会保険の免除が受け



られる適用対象者は中国の企業より雇用され、中国の社会保険に加入

し、且つ日本へ派遣されている人員となる。 

 

なお、同協定では、上述の派遣人員の国籍について、特に規定はされ

ていないことを留意されたい。第三国の国籍の従業員でも、中国また

日本の企業より相手国へ派遣される場合、派遣先国で社会保険加入免

除の適用ができるという理解である。 

 

適用保険項目：中国において、免除される社会保険の項目は被用者基

本老齢保険に限定されている。日本においては、免除される社会保険

料の種類は国民年金（国民年金基金を除く）、厚生年金保険（厚生年

金基金を除く）となる。上述の免除項目以外の社会保険項目は同協定

に含まれていない。 

 

適用期限：派遣先国での社会保険の加入義務が免除される協定の初回

適用の期限は 5 年である。協定が発効される前にすでに派遣されてい

る人員については、協定の発効日から起算して五年を期限とする。派

遣期限が五年を超える場合、両国の主管官庁或いは担当機構の同意を

経て、適用期限を延長し、派遣先国での社会保険加入義務を引き続き

免除することが可能である。 

 

協定の発効：現時点では「日中社会保障協定」はまだ発効待ちの状態

であるが、これから日中両国は各自の国内法の手続きを完了し、また

相互に各自の法律上の手続きの完了の通知を以って覚書を取り交わす

運びとなる。現時点で、協定は覚書の取り交わしが完了した当月の四

か月後の一日目より効力が生ずる。 

 

デロイトの見解 

 

「日中社会保障協定」が発効するまでにはまだ一定の時間がかかる

が、協定の署名にポジティブな信号は軽んじるべきではなく、日中両

国間の人員派遣はこれによる恵を受けて推進されることが想定され

る。 

 

中国側では、協定にはすべての社会保険項目をカバーしていなくて

も、基本養老保険は社会保険全体の中で大きな比重を占めるため、協

定の免除適用による負担の軽減効果は依然として大きい。以下の表



は、中国一部の都市での社会保険料拠出金基数の上限を基に節約でき

る社会保険（基本養老保険）コストの簡易的な測算である。 

 

（2018 年人力資源と社会保障部データに基づく/人民元） 

都市 
月次拠出金 

基数上限 

納付比率 

個人注      企業 

社保コスト軽減

（/人/月） 

北京 23,118 8% 19%   6,241.86 

天津 16,821 8% 19% 4,541.67 

広州 18,213 8% 14% 4,006.86 

深圳 20,259 8% 13% 4,254.39 

蘇州 21,963 8% 19% 5,930.01 

 

注：派遣手配の場合、派遣地の社会保険の中の個人納付部分は通常企業に負担されるため、この

測算では個人納付部分及び企業納付部分の両方を含めている。 

 

日本側において、関連する日本の厚生年金の納付比率は約 18.3％であ

るため、協定の適用により、中国企業が日本に派遣する人員のコスト

削減も相当な額が見込まれる。同時に、派遣員が中国居住の納税人の

場合、日本への派遣期間において中国企業が負担した日本の社会保険

は、通常、当該派遣従業員の中国個人所得税課税の対象として算入さ

れるため、日本年金保険加入義務の免除は、中国での個人所得税負担

が軽減にもつながり、更なる中国企業及び中国側従業員に対しても国

際派遣を促進させる作用がある。 

 

企業の対策提案 

 

 関連する派遣人員の情報及び日中両国の社会保険料支払の情報を整

理し、協定の発効後の派遣コストの変化を測算し、最適化された国

際派遣スキームを制定する。 

 協定発効後の企業間の中日派遣による影響金額額を把握し、実行可

能な福利報酬調整案について内部検討を行い、将来の派遣計画を事

前に手配する。 

 協定の最新進展と実施細則の公布に注目し、会社間での派遣活動に

係る情報交流を強化する。協定が発効した後、すぐに協定の適用と

変化に対応するために、有効な管理の枠組み構築し、関連する手続

きやコンプライアンス上の申告要求に対応する。 
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